
今
回
の
臨
時
給
付
金
は
、
前

回
の
18
歳
以
下
の
子
ど
も
に
対

す
る
給
付
金
に
続
く
国
の
施
策

で
す
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
が
長
期
化
す
る

中
、
様
々
な
困
難
に
直
面
し
た

方
々
が
、
速
や
か
に
生
活
・
暮

ら
し
の
支
援
を
受
け
ら
れ
る
よ

う
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
等
に

対
し
て
１
世
帯
当
た
り
10
万
円

の
現
金
を
給
付
す
る
も
の
で
す
。

そ
の
第
1
は
基
準
日
（
令
和

３
年
12
月
10
日
）
に
お
い
て
世

帯
全
員
の
令
和
３
年
度
分
の
住

民
税
均
等
割
が
非
課
税
で
あ
る

世
帯
で
す
。
た
だ
し
住
民
税
が

課
税
さ
れ
て
い
る
者
の
扶
養
親

族
等
の
み
か
ら
な
る
世
帯
を
除

か
れ
ま
す
。
こ
の
対
象
者
は
市

役
所
か
ら
3
月
上
旬
に
確
認
書

類
が
送
付
さ
れ
ま
す
。

第
2
は
家
計
急
変
世
帯
で
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
を
受
け
て
、
令
和
３
年

１
月
以
降
の
家
計
が
急
変
し
、

住
民
税
均
等
割
が
非
課
税
相
当

と
認
め
ら
れ
る
世
帯
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
方
は
3
月

中
旬
に
申
請
が
必
要
で
す
。
申

請
期
限
は
9
月
30
日
ま
で
で
す
。

次
の
表
を
参
照
く
だ
さ
い
。

令
和
3
年
1
月
1
日
以
降
に
米

原
市
に
転
入
さ
れ
た
方
も
相
談

が
必
要
で
す
。

令
和
4
年
2
月
分
か
ら
収
入

の
3
％
（
月
額
９
千
円
）
引
き

上
げ
る
も
の
で
す
。
対
象
者
は

保
育
所
・
幼
稚
園
・
認
定
こ
ど

も
園
に
勤
務
す
る
職
員
（
民
間

園
も
含
む
）
、
放
課
後
児
童
ク

ラ
ブ
支
援
員
、
介
護
職
員
な
ど

で
す
。

昨
年
12
月
11
日
「
日
本
政
府

に
核
兵
器
禁
止
条
約
の
批
准
を

求
め
る
米
原
市
民
の
会
」
が
発

足
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
昨
年
1

月
22
日
に
国
連
で
核
兵
器
禁
止

条
約
が
発
足
し
、
本
年
3
月
22

日
か
ら
24
日
ま
で
、
第
1
回
条

約
締
結
国
会
議
が
開
催
さ
れ
ま

す
。
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
の
ノ
ル

ウ
エ
ー
や
ド
イ
ツ
も
会
議
へ
の

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
参
加
を
表
明
し

て
い
ま
す
。

唯
一
の
被
爆
国
で
あ
る
日
本

政
府
の
動
向
が
国
際
的
に
注
目

を
浴
び
て
い
ま
す
。

核
兵
器
を
人
道
的
に
非
難
す

る
だ
け
で
な
く
、
国
際
法
上
も

違
法
と
す
る
初
め
て
の
条
約
で

す
。
日
本
国
民
の
一
人
ひ
と
り

の
声
を
集
め
、
日
本
政
府
に
参

加
を
求
め
て
い
ま
す
。
そ
の
た

め
に
行
政
と
の
懇
談
会
や
署
名

活
動
、
呼
び
か
け
人
の
募
集
を

行
っ
て
い
ま
す
。
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1
月
21
日
の
臨
時
議
会
で
、
国
の
補
正
予
算
成
立
に
伴
い
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
対
す
る
一
世

帯
10
万
円
の
給
付
と
保
育
士
・
児
童
ク
ラ
ブ
支
援
員
・
介
護
職
員
等
の
処
遇
改
善
が
決
定
し
、
そ
れ

に
伴
う
一
般
会
計
の
補
正
予
算
（
6
億
24
百
万
円
）
を
全
会
一
致
で
可
決
し
ま
し
た
。

臨
時
特
別
給
付
金
の
概
要

保
育
士
等
の
処
遇
改
善
へ

雑
感
今
回
の
臨
時
議
会
で
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
臨
時
特
別
給
付
金
や
保
育
士
等
の
処
遇
改
善
の
実
施
が

決
ま
り
ま
し
た
。
た
だ
今
回
の
措
置
は
国
の
１
０
０
％
補
助
で
の
実
施
で
す
。
な
に
か
物
足
り
な
い
。
長
浜
市

で
は
独
自
に
19
歳
～
22
歳
の
若
者
に
対
す
る
一
人
10
万
円
の
特
別
給
付
金
を
決
め
た
り
、
彦
根
市
で
は
18
歳
以

下
の
子
ど
も
の
給
付
金
で
離
婚
で
実
際
の
保
護
者
に
給
付
さ
れ
な
い
問
題
に
対
す
る
救
済
や
所
得
制
限
で
給
付

さ
れ
な
か
っ
た
子
ど
も
へ
の
給
付
を
行
う
こ
と
も
決
め
て
い
る
そ
う
で
す
。
是
非
と
も
積
極
的
な
独
自
の
支
援

策
を
お
願
い
し
た
い
。
ま
た
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
の
ま
ん
延
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。
学
校
や
保
育
園
、
認
定
子
こ
ど

も
園
の
休
園
も
広
が
っ
て
い
ま
す
。
保
護
者
も
大
変
で
す
。
行
政
の
丁
寧
な
対
応
な
ど
を
お
願
い
し
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
中
で
の
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
や
行
政
の
役
割
は
重
大
で
す
。
こ
れ
ら
の
方
に
も
感
染
が

広
が
り
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
が
あ
ま
り
重
症
化
し
な
い
と
は
い
え
、
社
会
の
混
乱
は
広
が
る
ば
か
り
で
す
。
重
症

化
を
広
げ
な
い
た
め
に
も
高
齢
者
の
ブ
ー
ス
タ
ー
接
種
も
待
っ
た
な
し
で
す
。
多
く
の
人
が
「
行
政
改
革
」
の

名
の
も
と
に
「
行
政
は
ム
ダ
。
人
を
減
ら
せ
。
」
と
の
声
が
多
か
っ
た
昨
今
で
す
が
、
考
え
る
時
期
で
す
。

対
象
者
は

住民税非課税基準は次のとおりです。詳しくは税務課へ。

合計所得金額≦ ×28万円+10万円+加算額16.8万

円
※加算額は同一生計配偶者、扶養親族がある場合加算されます。

例、令和3年中の夫の給与収入が200万円に減った4人家族（妻・子ども2人の
家族の場合）給与所得は132万円（200万円ー（200万円×30％＋8万円））。
非課税基準額は138.8万円（4人×28万円+10万円＋16.8万円）。基準額以下
で支給されます。

住
民
税
非
課
税
の
基
準
は

本人、同一生計
配偶者および扶
養親族の合計数

核
兵
器
禁
止
条
約
批
准
へ

市
長
と
の
懇
談

呼びかけ人賛同署名


